（様式３）
（事業プロモーター（個人）の略歴・実績等）
※メンバーごとにＡ４・２枚までで作成（４人の場合は２×４＝８枚まで）
	氏名
	
	代表事業プロモーターの場合は右欄に「○」を記載
	

	生年月日
	

	所属機関
	

	役職
	

	専門分野
	※今回の事業に関連して、事業育成に強みを有する分野（例、ライフ、知財戦略構築など）等について記載

	学歴・

職務経歴等


	※事業プロモーターとしての活動と関連のある職務を経験していた場合は、特にその内容を中心に記載

	無限責組合員（GP）としてファンド・マネジメントを行った実績

※該当者のみ記載
	ファンド名
	ファンド

規模
	内部

収益率

（ＩＲＲ）
	投資ステージ
	投資

案件数
	投資案件の出口
	運用時期

	
	
	
	
	
	
	株式公開

（IPO）
	合併・吸収（M&A）
	

	
	1
	
	億円
	％
	
	社
	社
	社
	～

	
	2
	
	億円
	％
	
	社
	社
	社
	～

	
	3
	
	億円
	％
	
	社
	社
	社
	～

	
	4
	
	億円
	％
	
	社
	社
	社
	～

	
	補足事項

	
	· 上記ファンド実績については、ファンド責任者の経験者のみ、直近のものから全て記載（ない場合は、記載不要。）　４つを超える場合は、様式に５つ目以降の欄を作って記載してください。
· ファンド運営の実績に関して補足する必要がある場合やファンドの運営に関連する活動等もあれば記載。

	事業育成に関する実績
	実際に担当したシード段階等からの投資先の具体的事例


	会社名
	活動内容及び役割等
	投資案件の出口（EXIT）

	
	
	※該当者のみ記載（ない場合は空欄でかまいません。）
※主なもののみ記載

	· シード・アーリー段階からハンズオン支援の実施による事業化支援等により、ＩＰＯ（株式公開）やＭ＆Ａ（合併・吸収）を実現したなど、事業育成に関する実績を記載
· 経営陣のリクルートや事業会社との連携、関係する大学等があった場合はその旨を記載
	· 株式公開、セカンダリーファンド等への売却、その他第三者への売却等、出口について記載

	
	
	
	· 取締役会等（ボードメンバー等）に入っていた場合や、リードとしてハンズオン支援を実施していた場合は、具体事例について記載
	· 当該案件の事業育成を行った時期等についても記載

	
	
	
	
	

	
	
	補足事項

	
	
	· ファンド運営の実績に関する補足事項、活動実績に関する補足事項等を記載
· 上記実績に関連し、事業化に資する事業会社や起業家等の各種ネットワークの活用等についても記載


	事業育成に関する実績
	シード段階等における事業育成に関する具体的事例

※該当者のみ記載（ない場合は空欄でかまいません。）

	企業名・大学等名
	活動内容及び役割等
	成果等

	
	
	· 大学等と連携した研究開発プロジェクトや企業において新規事業の立ち上げ等を行った具体事例がある場合は、企業・大学等名を記載
	· 大学等と連携したプロジェクトや企業において新規事業の立ち上げ等を行った際の活動内容や担った役割、関係機関等について記載
	· プロジェクト等の実施の結果、どのような成果が得られたか、及びその時期等について記載

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	補足事項

	
	
	· 上記、大学等との活動実績やシード・アーリー段階での事業育成に関する実績等を中心に、補足する事項等があれば記載

	代表事業プロモーターとしてシード段階からの事業育成にかかる考え方
	· 代表事業プロモーターのみ記載

· 事業プロモーターへの応募理由やシード段階からの事業育成に対する理念・考え方等について記載
· 本事業の責任者として、事業プロモーターユニットが選ばれた場合に、ユニットの活動に関する理念及び戦略、また、ユニットの代表として、どのような活動を行うのか等を記載

	保有するネットワーク等の状況
	· 事業プロモーターの活動を行うにあたり、活用可能な事業会社や多様な人材等のネットワークを記載

· その他、グローバル市場を見据えた新規事業・新規マーケットの開拓について重要な役目を果たす能力等について記載

	その他
	· 実績・資質等を説明する上で、補足すべき事項等がある場合は自由に記載

	エフォート率・ユニットにおける役割等
	ユニットにおける役割
	国からの人件費の補助
	エフォート率（％）
	実施機関の規則に基づく本人の年間給与総額（万）
	国からの人件費の
希望補助率（％）

	
	· 右記、エフォート率に応じた活動内容やユニットにおける役割等について具体的に記載
	（　有　・　無　）
	※人件費補助の有無に関わらず記載
	※国からの人件費の補助が「有」の場合のみ記載

	· 国からの人件費の補助が「有」の場合のみ記載
· ５０％を上限

	
	補足事項

	
	· 投資ファンドの責任者等を兼務している場合で、有限責任組合員（LP）との間で職務専念義務等を負っている場合は、本事業に関わることにより生じる可能性のある責務相反の問題が整理されること等を記載。
· 人件費の補助が必要な場合は、その理由を記載。


※事業育成の実績に関して、担当した投資先や大学等から、活動実績等を裏付ける書類等がある場合は、別途添付することも可とする。
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